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2014 年度 物流コスト調査報告書【概要版】 
 

 

 

１．調査の目的 

 物流費の低減は、マクロ的には物価の安定に寄与するとともに、ミクロ的には企業経営

の根本課題として認識され、きわめて重要な意義をもっている。しかし、物流費の全容に

関して公にされたデータは限られており、有価証券報告書に記載された支払運賃など、物

流にかかわる費用の一部を集計しただけの、不完全な資料にとどまっているのが現状であ

る。また、経済のグローバル化が進展するにともない、日本経済の高コスト構造が多方面

で指摘され、物流コストが一因であるとする議論もあることから、国際比較による検証も、

かねてより懸案となっていた。 

 本調査は、このような状況のもと、通商産業省(現 経済産業省)の『物流コスト算定活用

マニュアル』に準拠して物流コストの実態把握を行うとともに、文献調査や国際比較など、

多面的な調査により日本の物流コストに関する総合的な基礎データを蓄積することを目的

として実施したものである。 

 本調査では、下表のような調査項目を設け、2014 年 8 月から 2015 年 3 月にかけて、ア

ンケート調査、文献調査などを実施し、その結果を整理・集計・分析した。 

 また、調査の実施にあたり、学識経験者および各業界の関係者により構成される委員会

（中 光政委員長）を設置し、調査の方針と内容を検討し、全体の統合と調整、最終的な

とりまとめを行った。 

 本報告書は、これら調査の成果をとりまとめたものである。なお、本概要版では調査の

概要のみを掲載している。 

 

図表１－１ 主な調査内容（概要版非掲載分を含む） 

調査内容 概 要 

①ミクロ物流コス

ト（企業物流コスト） 

アンケートをベースに、回答企業の売上高物流コスト比率の平均値

等を整理したもの。主として2013年度の実績値が対象となる。 

②ミクロ物流コス

ト等の動向（定性

調査） 

物流コスト等の動向(増えているか、減っているか)を簡易な質問項

目で定性調査したもの。直近（2014年度）の実績と2015年度の予測

値を把握するために実施。 

③マクロ物流コス

ト 

国民経済的観点から、我が国全体の物流コストを、マクロ統計から

推計したもの。統計の公表にタイムラグがあるため、2012年度まで

が対象となる。 

④海外の物流コス

ト（国際比較） 

ミクロ物流コスト、マクロ物流コストの国際比較を行ったもの。 

⑤物流コスト削減

策の実施状況 

企業がコスト削減の具体的なアクションを起こす際に参考となるよ

う、コスト削減策の実施状況をアンケートで把握したもの。 
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２．調査の要約 

２.１ 売上高物流コスト比率 

 

１）売上高物流コスト比率および物流コストの構成比の推移 

次の図表１－２は、１）売上高物流コスト比率の推移（対象年度＝2013 年度まで） 

売上高物流コスト比率は長期的に低下傾向にあるが、近年はおおむね 5％弱の水準

にある。 

2014 年度調査では 4.70％と前年度よりも率が下がっている。なお、2014 年度調査

は 2013 年度の物流コストを調査対象としている。2013 年度は、燃料価格が上昇傾向

であったこと等によりコストアップが進んだと考えられるが、一方、2013 年度前後に

円安が進んだことや、消費税増税による駆け込み需要が発生したことにより、製造業

等の業績が好調であり、対前年度比で見ると売上高が大きく増加した企業が多く、そ

の結果、売上高に対する物流コスト比率が低下した可能性が高い。 

 

図表１－２ 売上高物流コスト比率の推移（全業種） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）業種小分類別 売上高物流コスト比率 

次ページの図表１－３は、2014 年度調査における売上高物流コスト比率を業種小分

類別に示したものである。 

製造業では、「窯業・土石・ガラス・セメント」の売上高物流コスト比率が最も高く

8.70％である。同様に、卸売業では「卸売業（食品飲料系）」の 6.81％、小売業では

「小売業（通販）」の 12.39％が最も高い値を示している。 
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図表１－３ 売上高物流コスト比率（業種小分類別） 
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２.２ 物流コストに占めるリバース物流コストの割合 

 

2014 年度調査の物流コストに占めるリバース物流コストの割合は、3.46％である（図表

１-4 参照）。領域別にみると、返品・返送物流費が 2.17％、回収物流費が 0.87％、廃棄物

流費が 0.26％、リサイクル物流費が 0.15％である。 

2002 年度から 2014 年度の推移をみると、物流コストに占めるリバース物流コストの割

合は、概ね 3.0％～4.0％のレンジで推移している。なお、リバース物流コストは、返品に

よる物流コスト比率の高い出版取次会社等の回答の社数により平均の比率が大きく影響を

受ける。2008 年度から 2011 年度、2013 年度から 2014 年度の比率上昇はこのような要因

による。 

 

図表１－４ 物流コストに占めるリバース物流コストの割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 . 3 6
3 . 5 0

2 . 9 8
3 . 1 6 3 . 2 3

2 . 8 8

3 . 4 6 3 . 5 5

4 . 0 9

2 . 6 7

3 . 4 6

1.53
1.36

1.21
1.39

2.25 2.20 2.17

0.15

0.61

3 . 1 43 . 7 0

1.09

2.27

1.60
1.63

1.52 1.69

0.87
0.74

1.25

1.03

1.02
0.77

0.93

1.11
1.15

0.85

1.34

0.82
1.29

0.10
0.13

0.180.100.18

0.23

0.56

0.40
0.20

0.20

0.420.46
0.26

0.74

0.220.26

0.32

0.36

0.25
0.42

0.36

0.48 0.14
0.42

0 . 0

1 . 0

2 . 0

3 . 0

4 . 0

5 . 0

6 . 0

7 . 0

0 2 年度
( N = 1 2 7 )

0 3 年度
( N = 1 0 8 )

0 4 年度
( N = 8 1 )

0 5 年度
( N = 7 4 )

0 6 年度
( N = 7 8 )

0 7 年度
( N = 7 1 )

0 8 年度
( N = 5 9 )

0 9 年度
( N = 5 3 )

1 0 年度
( N = 5 4 )

1 １ 年度
( N = 4 9 )

1 2 年度
( N = 4 0 )

1 3 年度
( N = 4 7 )

1 4 年度
( N = 4 5 )

リ バース物流コ スト 合計 返品・ 返送物流費
( N = 3 1 )

回収物流費
( N = 1 7 )

リ サイ ク ル物流費
( N = 1 1 )

廃棄物流費
( N = 1 8 )

調査年:

（ ％）



- 5 - 

２.３ 物流コストの日米比較 

 

１）ミクロ物流コストの日米比較 

図表１－５は、日本とアメリカの売上高物流コスト比率を比較したものである。それぞ

れ、対象企業や物流コストの範囲などの状況が相違するので、厳密な比較はむずかしいが、

大勢を観察することはできる。 

日本の数値は、「物流コスト実態調査」の全業種における売上高物流コスト比率を採用し

ている。一方、アメリカはエスタブリッシュ社(Establish,Inc.)が公表している「Logistics 

Cost and Service」を参照しており、この報告にある「Total Logistics Costs」の数値を

採用している。 

日本とアメリカの売上高物流コスト比率を比較すると、1994 年以降、アメリカが日本よ

り高く推移している。2013 年から 2014 年の傾向をみると、アメリカは 8.41％から 9.34％

へと増加している。日本は前述のとおり近年は 5％前後で横ばいの傾向である。 

 

 

図表１－５ 日米における売上高物流コスト比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ ：アメリカは Logistics Cost and Service(Establish,Inc.)のデータより作成している。 

注２ ：年次は、日本は調査年（年度）、アメリカは報告年を示している。 
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２）マクロ物流コストの日米比較 

マクロ物流コストは、公的な統計データをもとに、国全体としての物流コストの総

額を国民経済的な視点で推計したものである。2012 年度の日本のマクロ物流コストは

43.5 兆円である（図表１－16）。一方アメリカのマクロ物流コストは約 1 兆 3310 億ド

ルである。日米ともに 08 年度後半に起きたリーマンショックにより大きく低下した

が、いずれもリーマンショック前の水準に近づいて来ている。 

 

図表１－６ 日米のマクロ物流コストの推移（上図：日本、下図：アメリカ） 
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２.４ 物流コスト削減策について 

下の図表１－７は、物流コスト削減策の実施状況（過去１年間に各コスト削減策を実施

した企業数）を示している。実施状況の回答のあった企業数は 199 社である。 

回答の多い項目は、「23 積載率の向上」、「22 保管の効率化」、「1 在庫削減」、「10 物流

拠点の見直し」などである。 

 

図表１－７ 物流コスト削減策 （全業種） 
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3 3  契約社員、 ﾊ゚ ﾄー等の活用

◆環境・ 省エネルギー

3 4  省エネ・ 低公害車両の導入

3 5  エコ ド ラ イ ブ

3 6  モーダルシフ ト

3 7  高効率照明の導入

3 8  物流機器の省エネ化

3 9  太陽光・ 風力・ コ ジェ ネ等発電装置の設置

◆情報化

4 0  物流情報システムの導入・ 改廃

4 1  バーコ ード 、 電子タ グ等の導入

◆その他

4 2  A BCによるコ スト 管理の高度化

4 3  事故防止対策の実施

全業種( N = 1 9 9 )
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 ２.５ 指数でみた物流コスト等の動向（２０１４年度の直近の動き） 

 

本調査では、前項で紹介した売上高物流コスト比率に加えて、物流コスト等の動向

（増えているか、減っているか）についての定性的な調査も行っている。この「動向

調査」では、大まかな傾向しか分からないが、直近（2014 年度）の状況を把握できる

ことから、直近の動きを確認することとする。なお、当調査では実績値に加えて 2015

年度の予測値についても調査している。 

 調査を行ったのは、①売上高、②物流量（重量）、③物流コスト（総額）、④物流単

価（重量あたりの物流コスト） の４項目である。それぞれについて、増加／横ばい

／減少／不明の４つの選択肢から１つを選んで頂いている。 

 

 さて、前述のとおり 2013 年度（前年度）は円安基調が進展したことなどから企業業

績が好転し売上高、物流コスト（総額）、物流量が大きく上昇した。2014 年度は、売上

高、物流コスト（総額）については、基本的にこの流れを引き継いでおり、プラス幅

を拡大している。ただし、物流量については 2013 年度よりプラス幅が縮小している。 

 一方、物流単価については、2013 年度はマイナスであったが、2014 年度はプラスに

転じており、物流コストの増加傾向が 2014 年度から顕在化していることが分かる。ま

た、次年度（2015 年度）については、物流単価が大幅なプラスになると予想されてい

る。 

 

図表１－８ 物流コスト等の指数（製造・卸・小売業計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：指数は以下の算式によって算出している。なおここで言う「増加」とは増加と回答した回答数である。 

  指数＝（増加－減少）÷（増加＋不変＋減少）  

-6

-4 1

3 2

3 8
3 7

3 5

8

-4 3

-9

1 6
1 3

2 8

3 4

4

3 4

3 8 3 8

3 3

-4

-4 5

0

1 5 1 3

2 5

2 0
1 8

-3 1

1

2 0

2 8

2 7

7

-4 5

-2 0

7 6

2 3

3 3

3 9

2 8

-3 7

-1 6

-5

5

-8

-2 3

-1 2

-1 4

-8

1 4

3 3
31

35

9

-6 0

0

6 0

0 3 年度 0 4 年度 0 5 年度 0 6 年度 0 7 年度 0 8 年度 0 9 年度 1 0 年度 1 1 年度 1 2 年度 1 3 年度 1 4 年度 1 5 年度

売上

物流量

コ スト

物流単価

製造・ 卸・ 小売計対象年：

太字＝前回
調査の予測値

←予測値→



- 9 - 

本報告書の詳細版は、有名書店※・政府刊行物センター等で販売しております。 

※amazon、紀伊国屋、ジュンク堂、丸善等。ただし一部店舗を除く。 

 

 □書誌情報 

   判型 B5 判 約 210 ページ 

   ISBN 978-4-905022-09-1 

   価格 分類コード：C3063 

      定価： 本体価格 10,000 円＋税 

  編・発行：公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会 JILS総合研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2014 年度 物流コスト調査報告書【概要版】 

 

 

２０１５年 3 月発行 

公益社団法人 日本ロジスティクスシステム協会  編・発行 

〒105-0022 東京都港区海岸 1-15-1 スズエベイディアム 

電話 03-3436-3191  ＦＡＸ 03-3436-3190 

ホームページ http://www.logistics.or.jp/ 

 

禁無断転載 

 


